
 

第 ５１ 期 決 算 公 告 
平成２２年６月３０日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 中條 功 

 

貸 借 対 照 表（平成２２年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 負 債 の 部 ） 
預 金 

当 座 預 金 
普 通 預 金 
貯 蓄 預 金 
通 知 預 金 
定 期 預 金 
定 期 積 金 
そ の 他 の 預 金 

外 国 為 替 

売 渡 外 国 為 替 
社 債 

そ の 他 負 債 

未 払 費 用 
前 受 収 益 
従 業 員 預 り 金 
給 付 補 て ん 備 金 
金 融 派 生 商 品 
リ ー ス 債 務 
そ の 他 の 負 債 

賞 与 引 当 金 

退 職 給 付 引 当 金 

睡眠預金払戻損失引当金 

偶 発 損 失 引 当 金 

支 払 承 諾 

 

８４６,４２８ 

１８,３１５ 

２０９,０３２ 

１６,０５７ 

２,１０７ 

５７３,０４７ 

１６,２３６ 

１１,６３０ 

０ 

０ 

４,７００ 

３,２５２ 

１,８４３ 

４９９ 

２６８ 

３３ 

４２ 

８ 

５５７ 

３７８ 

１,４４６ 

４７ 

１３６ 

２,８６３ 

負 債 の 部 合 計 ８５９,２５３ 

（純資産の部） 
資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 

別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 
株 主 資 本 合 計 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

新 株 予 約 権 

 

１３,０００ 

９,６６３ 

９,６６３ 

９,６７０ 

２,７６０ 

６,９０９ 

１０,９９７ 

△ ４,０８８ 

△    ８１４ 

３１,５１８ 

△ １,８９６ 

△      ０ 

△ １,８９６ 

１８ 

（ 資 産 の 部 ） 
現 金 預 け 金

現 金

預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

商 品 有 価 証 券

商 品 国 債

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

そ の 他 の 証 券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

外 国 為 替

外 国 他 店 預 け

買 入 外 国 為 替

取 立 外 国 為 替

そ の 他 資 産

前 払 費 用

未 収 収 益

金 融 派 生 商 品

そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

 

１３,３３３ 

１０,２４０ 

３,０９２ 

１４,１７２ 

７ 

７ 

２６０,１６０ 

９７,０４１ 

１５,５６２ 

１００,２１５ 

６,４９２ 

４０,８４８ 

５９７,７７３ 

６,４０４ 

６９,２７２ 

４６６,９９８ 

５５,０９８ 

１,３３４ 

１,２９６ 

２５ 

１２ 

２,４３０ 

５９ 

１,０６４ 

１８７ 

１,１１９ 

９,８６０ 

３,１１２ 

６,１１１ 

８ 

６２８ 

９８０ 

７４４ 

２３５ 

６,９８２ 

２,８６３ 

△ ２１,００３ 

純 資 産 の 部 合 計 ２９,６４０ 

資 産 の 部 合 計 ８８８,８９３ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ８８８,８９３ 



 

 
平成21年４月 １日から

損 益 計 算 書(
平成22年３月31日まで

) 
 

（単位：百万円） 

科     目 金        額 

経 常 収 益 １９,６５０

資 金 運 用 収 益 １６,５４０

貸 出 金 利 息 １３,６２６

有 価 証 券 利 息 配 当 金 ２,８４４

コ ー ル ロ ー ン 利 息 ３０

預 け 金 利 息 ３

金利スワップ受入利息 ０

そ の 他 の 受 入 利 息 ３４

役 務 取 引 等 収 益   １,５１６

受 入 為 替 手 数 料 ５８２

そ の 他 の 役 務 収 益 ９３３

そ の 他 業 務 収 益 １,３１２

外 国 為 替 売 買 益 １２

商 品 有 価 証 券 売 買 益 １

国 債 等 債 券 売 却 益 １,２４０

国 債 等 債 券 償 還 益 ５９

そ の 他 経 常 収 益 ２８０

株 式 等 売 却 益 １

そ の 他 の 経 常 収 益 ２７９

経 常 費 用 ２５,３０４

資 金 調 達 費 用 ２,４６８

預 金 利 息 ２,３０３

コ ー ル マ ネ ー 利 息 ０

借 用 金 利 息 ０

社 債 利 息 ２

金利スワップ支払利息 １２６

そ の 他 の 支 払 利 息 ３６

役 務 取 引 等 費 用 １,３２９

支 払 為 替 手 数 料 ９６

そ の 他 の 役 務 費 用 １,２３２

そ の 他 業 務 費 用 １１４

国 債 等 債 券 売 却 損 １

国 債 等 債 券 償 還 損 １１２

金 融 派 生 商 品 費 用 ０

営 業 経 費 １１,２７８

そ の 他 経 常 費 用 １０,１１３

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ８,７７７

貸 出 金 償 却 １

株 式 等 売 却 損 １２８

株 式 等 償 却 ４２７

そ の 他 の 経 常 費 用 ７７８

経 常 損 失 ５,６５４

特 別 利 益 ５

固 定 資 産 処 分 益 ３

償 却 債 権 取 立 益 ２

特 別 損 失 １１５

固 定 資 産 処 分 損 ３４

減 損 損 失 ８０

税 引 前 当 期 純 損 失 ５,７６４

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ２８

法 人 税 等 調 整 額 △   ８２３

法 人 税 等 合 計 △   ７９５

当 期 純 損 失 ４,９６８
 

 
 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１ 商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２ 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについ

ては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産

直入法により処理しております。 

３ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

 建 物  １０年～５０年 

 その他   ２年～２０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５ 繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

６ 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７ 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権について

は、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施

しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年



度に帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により

損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（会計方針の変更） 

当事業年度末から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その３）」（企業会計基準第 19 号平成 20 年７月

31 日）を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度の財務諸表に与え

る影響はありません。 

（４）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（５）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払

見積額を計上しております。 

８ リース取引の処理方法 

所有権移転外ファンナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する事業年度

に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

９ ヘッジ会計の方法 

為替変動リスクヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規

定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動

リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等

に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価して

おります。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

10 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

会計方針の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

当事業年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号平成 20 年３月 10 日）を適用しておりま

す。これにより、従来の方法に比べ、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響は、軽微であります。 

 

 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

１ 関係会社の株式総額  ５３百万円 

２ 貸出金のうち、破綻先債権額は８,９４１百万円、延滞債権額は２２,１００百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３ 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４ 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２,５２８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５ 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３３,５７０百万円であ

ります。 

なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６ 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、６,４２９百万円であります。 

７ ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、貸借対照表計上額は、３,０３５百万円

であります。 

８ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                 ２百万円 

有価証券           １３,０７２百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                ５７４百万円 

その他負債             ２６８百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１３,５６７百万円を差し入れております。 

子会社、子法人等の借入金等の担保は該当ありません。 

また、その他の資産のうち保証金は２０４百万円であります。 

９ 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、５７,７１２百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４４,５５０百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の



変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10 有形固定資産の減価償却累計額       １０,２０１百万円 

11 有形固定資産の圧縮記帳額            ６０２百万円 

12 社債は、劣後特約付社債４,７００百万円であります。 

13 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は２,０９０百万円であります。 

14 １株当たりの純資産額３２９円５３銭 

15 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額    ３９百万円 

16 貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース

契約により使用しております。 

17 関係会社に対する金銭債権総額        ７,８９５百万円 

18 関係会社に対する金銭債務総額        １,６０７百万円 

19 銀行法第 18 条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。 

剰余金の配当をする場合には、会社法第 445 条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当

該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上し

ております。 

当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、８９百万円であります。 

20 銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準） ８．９７％ 

 



 

（損益計算書関係） 

１ 関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額          １４７百万円 

役務取引等に係る収益総額            １０百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額     ０百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額            ２百万円 

役務取引等に係る費用総額           ２３４百万円 

その他の取引に係る費用総額          ５５２百万円 

２ １株当たり当期純損失金額      ５５円２３銭 

３ 営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額８０百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 6 か所 土地、建物、動産 80 百万円 

  及びその他 (うち土地  24 百万円) 

   (うち建物  54 百万円) 

   (うち動産   0 百万円) 

   (うちその他 0 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。 

なお、当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、主

として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

４ 関連当事者との取引については、以下のとおりであります。 

（１）子会社・子法人等及び関連会社等 

（単位：百万円） 

種類 
会社等 
の名称 

または氏名 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

被債務保証 9,261 ― ―

保証料 234 
その他の 

役務費用 
―子法人等 

 長野カード 
 株式会社 

所有 
 直接 29.0%
 間接 61.0%

当行ローンの 
保証 
役員の兼任 

債務保証履行に

伴う代位弁済 
166 ― ―

 

（２）役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 
会社等 
の名称 

または氏名 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

資金の貸付 ― 貸出金 22
役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している

会社等 

 美勢商事 
 株式会社 
 (注) 

被所有 
 直接 0.01%

資金の貸付 

利息の受取 0 ― ―

(注) 美勢商事株式会社は、当行監査役小松正が、議決権の過半数を所有しております。 



（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１ 売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 
当事業年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △ ０ 

 

２ 満期保有目的の債券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 種類 
貸借対照表 

計上額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 ２９,６４１ ３０,４０１ ７６０ 

地方債 ― ― ― 

社債 ２,４２０ ２,４４６ ２６ 

その他 ２,５００ ２,５１７ １７ 

時価が貸借対照

表計上額を超え

るもの 

小 計 ３４,５６１ ３５,３６５ ８０４ 

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

社債 １００ ９９ △ 0 

その他 １０,５００ １０,２８３ △ ２１６ 

時価が貸借対照

表計上額を超え

ないもの 

小 計 １０,６００ １０,３８３ △ ２１６ 

合計 ４５,１６１ ４５,７４９ ５８７ 

 

３ 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成 22 年３月 31 日現在） 

  該当ありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 ５３ 

関連法人等株式 ― 

合計 ５３ 

   これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 



４ その他有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 種類 
貸借対照表 

計上額（百万円）

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 ９６９ ５６５ ４０３ 

債券 １３５,８９４ １３４,０５８ １,８３６ 

 国債 ５４,３７３ ５３,９１８ ４５５ 

 地方債 ７,６３８ ７,５０７ １３０ 

 社債 ７３,８８１ ７２,６３１ １,２５０ 

その他 ２,４２３ ２,３３４ ８８ 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

小 計 １３９,２８７ １３６,９５８ ２,３２８ 

株式 ３,８８６ ４,０４８ △ １６２ 

債券 ４４,７６３ ４５,０１３ △ ２５０ 

 国債 １３,０２５ １３,０７４ △ ４８ 

 地方債 ７,９２４ ７,９５０ △ ２６ 

 社債 ２３,８１３ ２３,９８８ △ １７４ 

その他 ２５,４００ ２９,３１５ △ ３,９１５ 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

小 計 ７４,０５０ ７８,３７７ △ ４,３２７ 

合計 ２１３,３３７ ２１５,３３６ △ １,９９９ 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 １,５８３ 

その他の証券 ２４ 

合計 １,６０８ 

   これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「そ

の他有価証券」には含めておりません。 

 

５ 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

  該当ありません。 

 

６ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 ３４２ １ １２８ 

債券 ６９,８４６ １,２４０ １ 

 国債 ３８,３８１ ５９０ ０ 

 地方債 ６,８８６ １５５ ― 

 社債 ２４,５７７ ４９４ ０ 

その他 ― ― ― 

合計 ７０,１８９ １,２４１ １３０ 

 



 

７ 保有目的を変更した有価証券 

その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成 22 年３月 31 日現在） 

 
時価 

（百万円） 

貸借対照表計上額 

（百万円） 

貸借対照表に計上された

その他有価証券評価差額

金の額（百万円） 

国  債 ２４,６６２ ２４,０７４ ７３ 

 

８ 減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とする

とともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、４２７百万円（うち株式４２７百万円）であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対して５０％程度以上下落した場合と

しております。また、時価が取得原価に対し、３０％以上５０％未満下落した場合は、過去一定期間において時

価が簿価あるいは評価損率が３０％未満の水準まで達しない場合、時価が「著しく下落した」と判断し、時価の

回復可能性の判定を行ったうえで、回復の可能性が認められない場合には、減損処理を行うものとしております。 

 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金           ６,６１２百万円 

退職給付引当金          ５８３ 

減価償却費            ２４２ 

有価証券評価損          ６７５ 

その他有価証券評価差額金      ８１２ 

繰越欠損金           １,６５５ 

その他              ５０４ 

繰延税金資産小計        １１,０８５ 

評価性引当額          △４,１０３ 

繰延税金資産合計         ６,９８２ 

繰延税金資産の純額        ６,９８２百万円 

 



第 ５１ 期 決 算 公 告 
平成２２年６月３０日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 中條 功 

 

連結貸借対照表（平成２２年３月３１日現在） 
（単位：百万円） 

科    目 金    額 科    目 金    額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １３,６２８ 預 金 ８４４,８２０ 

コールローン及び買入手形 １４,１７２ 借 用 金 ４,９２３ 

商 品 有 価 証 券 ７ 外 国 為 替 ０ 

有 価 証 券 ２６０,１０７ 社 債 ４,７００ 

貸 出 金 ５９１,６５５ そ の 他 負 債 ５,２６７ 

外 国 為 替 １,３３４ 賞 与 引 当 金 ３９１ 

リース債権及びリース投資資産 １２,２９３ 退 職 給 付 引 当 金 １,４５６ 

そ の 他 資 産 ４,７６８ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２３ 

有 形 固 定 資 産 １０,３２８ 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 ４７ 

建 物 ３,３６６ 偶 発 損 失 引 当 金 １３６ 

土 地 ６,１７０ 支 払 承 諾 ２,８６３ 

その他の有形固定資産 ７９０ 負 債 の 部 合 計 ８６４,６２９ 

無 形 固 定 資 産 １,０９０ （純資産の部）  

ソ フ ト ウ ェ ア ８５３ 資 本 金 １３,０００ 

その他の無形固定資産 ２３７ 資 本 剰 余 金 ９,６６３ 

繰 延 税 金 資 産 ７,３６０ 利 益 剰 余 金 １０,４１５ 

支 払 承 諾 見 返 ２,８６３ 自 己 株 式 △   ８１４ 

貸 倒 引 当 金 △２２,４２６ 株 主 資 本 合 計 ３２,２６４ 

  その他有価証券評価差額金 △ １,８９６ 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △     ０ 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ １,８９６ 

  新 株 予 約 権 １８ 

  少 数 株 主 持 分 ２,１６８ 

  純 資 産 の 部 合 計 ３２,５５４ 

資 産 の 部 合 計 ８９７,１８３ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ８９７,１８３ 

 



 

 
平成21年４月 １日から

連結損益計算書(
平成22年３月31日まで

) 
  

（単位：百万円） 

科        目 金          額 
経 常 収 益    ２６,０２２  
 資 金 運 用 収 益  １６,５０６    
  貸 出 金 利 息  １３,６７２    
  有 価 証 券 利 息 配 当 金  ２,７６３    

コールローン利息及び買入手形利息  ３０    
預 け 金 利 息  ３    
そ の 他 の 受 入 利 息  ３５    

役 務 取 引 等 収 益  １,５０６    
 そ の 他 業 務 収 益  ７,７２１    
 そ の 他 経 常 収 益  ２８８    

経 常 費 用    ３１,６３０  
 資 金 調 達 費 用  ２,５８４    
  預 金 利 息  ２,３０２    

コールマネー利息及び売渡手形利息  ０    
借 用 金 利 息  １１８    
社 債 利 息  ２    
そ の 他 の 支 払 利 息  １６２    

役 務 取 引 等 費 用  １,１５４    
 そ の 他 業 務 費 用  ５,６７３    
 営 業 経 費  １１,７１１    
 そ の 他 経 常 費 用  １０,５０６    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ９,１２０    
そ の 他 の 経 常 費 用  １,３８６    

経 常 損 失    ５,６０８  
特 別 利 益    ６  

固 定 資 産 処 分 益  ３    
償 却 債 権 取 立 益  ２    

特 別 損 失    １２０  
固 定 資 産 処 分 損  ３５    
減 損 損 失  ８０    
そ の 他 の 特 別 損 失  ４    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失    ５,７２２  
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  １１０    
法 人 税 等 調 整 額  △ ８３９    
法 人 税 等 合 計    △ ７２９  
少 数 株 主 利 益    ２０  
当 期 純 損 失    ５,０１４  

 



 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

連結財務諸表の作成方針 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等    ４社 

株式会社長野スタッフサービス 

株式会社長野ビーエス 

長野カード株式会社 

株式会社ながぎんリース 

（２）非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

 ３月末日   ４社 

４．連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

会計処理基準に関する事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時

価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建 物  １０年～５０年 

 その他   ２年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法

により償却しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．貸倒引当金の計上基準 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお



り計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てて

おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相

当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引

き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

６．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計

年度に帰属する額を計上しております。 

７．退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下

のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により損

益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度末から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その３）」（企業会計基準第 19 号平成 20

年７月 31 日）を適用しております。 

なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当連結会計年度の連結財務諸

表に与える影響はありません。 

８．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、連結される子会社及び子法人等の役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に

対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

９．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の

払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。 

10．偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見

積額を計上しております。 

11．外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

12．リース取引の処理方法 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。 

13．収益及び費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 



14．重要なヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25

号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債

権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を

評価しております。 

なお、当行の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

15．消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（金融商品に関する会計基準） 

当連結会計年度末から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号平成 20 年３月 10 日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号平成 20 年３月 10 日）を適用しております。 

これにより、従来の方法に比べ、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響は、軽微であります。 

 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、破綻先債権額は９,０９９百万円、延滞債権額は２２,４９２百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２,５２８百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

４．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３４,１２０百万円であ

ります。 

なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は、６,４２９百万円であります。 

６．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、連結貸借対照表計上額は、３,０３５百

万円であります。 



７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金               ２百万円 

有価証券         １３,０７２百万円 

リース債権及びリース投資資産   ５,５９６百万円 

担保資産に対応する債務 

預金              ５７４百万円 

借用金           ４,６４３百万円 

その他負債           ２６８百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１３,５６７百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は２０８百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、６９,４０９百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４３,０００百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額    １０,５８５百万円 

10．有形固定資産の圧縮記帳額         ６０２百万円 

11．社債は、劣後特約付社債４,７００百万円であります。 

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は２,０９０百万円であります。 

13．１株当たりの純資産額３３７円８２銭 

14．当行の取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額 ３９百万円 

15．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リ

ース契約により使用しております。 

16．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。 

退職給付債務            △ ３,１４５百万円 

年金資産（時価）            １,９５５ 

未積立退職給付債務         △ １,１９０ 

未認識数理計算上の差異       △   １２８ 

未認識過去勤務債務         △   １３７ 

連結貸借対照表計上額の純額     △ １,４５６ 

 退職給付引当金          △ １,４５６ 

17．銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）    ９．４３％ 

 



（連結損益計算書関係） 

１ 「その他の経常費用」には、貸出金償却３９百万円、株式等償却４３１百万円及び債権売却損６７百万円を含

んでおります。 

２ １株当たりの当期純損失金額 ５５円７３銭 

３ 営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額８０百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 6 か所 土地、建物、  80 百万円  

  動産及びその他 （うち土地  24 百万円) 

   （うち建物  54 百万円) 

   （うち動産   0 百万円) 

   （うちその他 0 百万円) 

 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。また、連結される

子会社及び子法人等については、主として各社を１つの資産グループとしております。 

なお、当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、

主として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

 

 

 



（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当行グループは、預金業務、貸出業務、為替業務及び有価証券投資などの銀行業務を中心とした金融サービ

ス業務を行っております。公共性の高いこれらの銀行業務を行うにあたり、「コンプライアンス重視の企業風土

を醸成し、社会的責任と公共的使命を果たすこと」、「地域の銀行として地域密着型金融の機能強化を図りお客

様の期待に応えること」、「収益力の強化・リスク管理の徹底・業務の効率化に努め財務体質の強化を図ること」

などを経営の基本方針に掲げております。 

当行グループの金融資産及び金融負債には、信用リスク、市場リスク（金利リスク、為替リスク、価格変動

リスク）、流動性リスク等があります。 

当行グループは、貸出金（資産）の健全性を維持・向上させ、適正な収益の確保を図るため、適切な信用リ

スク管理に努めております。また、金融経済環境の変化により発生する市場リスク、流動性リスクを回避し、

収益の安定的な確保を図るため、資産及び負債を総合的に管理（ＡＬＭ）しております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する主な金融資産は、貸出金及び有価証券であります。当行グループの貸出金は、信用

供与先の財務状況の悪化等により、資産の価値が減少または消失し損害を被る信用リスクに晒されています。

当行グループの貸出金は、主として長野県内の取引先及び個人に対する貸出金であり、当連結会計年度の連結

決算日現在における貸出金のうち９４％は長野県内向けの貸出金であります。このため、当行グループが主た

る営業基盤としている長野県の景気動向によっては、信用リスクが高まる可能性があります。また、業種別貸

出状況では、各種サービス業、製造業、卸・小売業に対する貸出金の構成比が比較的高く、それらの業種の経

営環境等に変化が生じた場合には、信用リスクが高まる可能性があります。 

当行グループの保有する有価証券は、債券、株式、外国債券及び投資信託などであり、満期保有目的、純投

資目的、政策投資目的などで保有しております。これらの有価証券は、発行体の信用リスク及び市場リスク（金

利リスク、為替リスク、価格変動リスク等）に晒されています。 

当行グループが保有する主な金融負債は、預金であります。当行グループの預金は、主として長野県内の法

人及び個人の取引先からの預金であり、当連結会計年度の連結決算日現在における預金のうち９９％は長野県

内からの預金であります。預金は、金利リスク及び流動性リスク（資金繰りリスク）に晒されています。 

当行が発行している社債は、固定金利で社債発行を行っており、金利リスクに晒されています。また、当行

の財務状況の悪化や市場の混乱等により必要な資金を確保できない可能性や、通常よりも著しく不利な条件に

よる取引で損失を被る可能性のある流動性リスクに晒されています。 

当行グループが利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利スワップ

取引であります。当行グループは、外貨建債権債務に係る将来の為替相場の変動リスクをヘッジする目的で、

為替予約取引を行っており、また、固定金利の貸出金等について将来の市場金利の変動による影響を一定の範

囲に限定する目的で、金利スワップ取引を行っております。なお、金利スワップ取引については、デリバティ

ブ取引を利用して、貸出金利息等をヘッジ対象とするヘッジ会計を行っておりますが、このヘッジ対象の識別

は個別契約毎に行なっており、金利スワップの特例処理の要件を満たすものであるため、連結決算日における

有効性の評価を省略しております。当行グループが利用しているデリバティブ取引は、市場価格の変動によっ

て発生する市場リスクや、契約相手先に対する信用リスクを内包しています。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行グループは、信用リスク管理方針、信用リスク管理規程等に基づき信用リスクを管理しております。信

用リスク管理の体制については次のとおりです。 

イ 信用リスクに関する事項を協議するため、信用リスク委員会を設置し、信用リスク委員会規程に基づき信

用リスク委員会を運営しております。 

ロ 信用リスク管理の担当部署を融資統括部及び証券国際部とし、管理部門を融資統括部としております。 

ハ 信用リスクを適切に管理するため、営業推進部門と信用リスク管理部門を分離するほか、与信監査部門に



よる与信管理状況の監査を実施して、相互牽制機能を確保する体制としております。 

ニ 貸出金等の信用供与について、大口与信先管理、業種別与信管理、地域別与信管理の手法により、与信ポ

ートフォリオ管理を行っており、与信ポートフォリオ管理について定期的に信用リスク委員会に報告してお

ります。 

ホ 信用リスクを的確に評価・計測するため、業務の規模・特性及びリスク・プロファイルに照らして適切な

信用格付けを実施しております。また、信用格付に基づいた、信用リスク計測モデルにより、定期的に信用

リスク量を計測、把握し、ポートフォリオ管理等の信用リスク管理を実施しております。 

② 市場リスクの管理 

当行グループは、市場リスク管理方針、市場リスク管理規程等に基づき市場リスクを管理しております。市

場リスク管理の体制については次のとおりです。 

イ 市場リスクを回避し、資産・負債を総合的に管理するためＡＬＭ委員会を設置し、毎月１回開催しており

ます。 

ロ ＡＬＭ委員会では、金利及び為替予測に関する事項、市場リスクと流動性リスクの評価とコントロールに

関する事項（ＢＰＶ、ＶａＲ、ギャップ分析、シミュレーション分析等）、限度枠の設定・管理に関する事項

等を付議しております。 

ハ 市場リスク管理の担当部署を証券国際部、営業統括部とし、管理部門を証券国際部としております。 

ニ 市場リスクを適切に管理するため、市場リスク管理部門である証券国際部を、市場担当（フロントオフィ

ス）、事務管理担当（バックオフィス）、市場リスク管理担当（部内ミドル）に職責を分離し、また総合企画

部リスク管理課をミドルオフィスとして相互牽制機能を確保する体制としております。 

ホ 市場リスク管理部門は、市場リスク管理方針に基づき、当行の内部環境（リスク・プロファイル、限度額

の使用状況等）や外部環境（経済、市場等）の状況に照らし、市場リスクの状況を適切な頻度でモニタリン

グし、取締役会等へ報告しております。 

③ 流動性リスクの管理 

当行グループは、流動性リスク管理方針、流動性リスク管理規程等に基づき流動性リスクを管理しておりま

す。流動性リスク管理の体制については次のとおりです。 

イ 流動性リスクを回避し、資産・負債を総合的に管理するためＡＬＭ委員会を設置し、毎月１回開催してお

ります。 

ロ ＡＬＭ委員会では、資金の運用及び調達に関する事項、市場リスクと流動性リスクの評価とコントロール

に関する事項（ＢＰＶ、ＶａＲ、ギャップ分析、シミュレーション分析等）、限度枠の設定・管理に関する事

項等を付議しております。 

ハ 流動性リスク管理の担当部署を総合企画部、証券国際部とし、管理部門を総合企画部としております。 

ニ 流動性リスクを適切に管理するため、資金繰り管理部門を証券国際部、流動性リスク管理部門を総合企画

部、リスク監査部門を監査部と明確に区分し、相互牽制機能を確保する体制としております。 

ホ 流動性リスク管理部門は、流動性リスク管理方針に基づき、資金繰り管理部門からの報告、リスク・プロ

ファイル等の内部環境、経済や市場等の外部環境等の情報を収集・分析し、それらの動向について継続的に

モニタリングを行い、取締役会等へ報告しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ

た場合、当該価額が異なることもあります。 



 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成２２年３月３１日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注２）参照）。 

（単位：百万円） 

  
連結貸借対照

表計上額 
時価 差額 

(1) 現金預け金 13,628 13,595 △ 33

(2) コールローン及び買入手形 14,172 14,172 －

(3) 商品有価証券  

 売買目的有価証券 7 7 －

(4) 有価証券  

 満期保有目的の債券 45,161 45,749 587

 その他有価証券 213,337 213,337 －

(5) 貸出金 591,655  

  貸倒引当金（＊） △ 21,367  

  570,287 572,337 2,049

(6) 外国為替 1,334 1,334 －

 資産計 857,929 860,533 2,603

(1) 預金 844,820 845,294 474

(2) 借用金 4,923 4,938 15

(3) 社債 4,700 4,692 △  7

 負債計 854,443 854,925 482

デリバティブ取引  

 ヘッジ会計が適用されていないもの 0 0 －

 ヘッジ会計が適用されているもの 144 144 －

 デリバティブ取引計 144 144 －

（＊） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1) 現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。満期のある預け金については、預入期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定され

る適用金利で割り引いた現在価値等を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン及び買入手形 

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。 

(3) 商品有価証券 

ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。 

(4) 有価証券 

株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資

信託は、公表されている基準価格によっております。 

自行保証付私募債は、私募債の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新

規引受を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１

年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 



変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表計上額としておりましたが、昨

今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当連結会計

年度末においては、合理的に算定された価額によっております。これにより、保有目的区分の変更時（平成

21 年１月 26 日）の市場価格をもって連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は１,０７２百

万円増加、「その他有価証券評価差額金」は１,０７２百万円増加しております。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積った将来キャッシュ・フロー

を、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップシ

ョンのボラティリティが主な価格決定変数であります。 

(5) 貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大

きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新

規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間（１

年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等

に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒

見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものにつ

いては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿

価額を時価としております。 

(6) 外国為替 

外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、外国為替関連の短期貸付金（外国他店貸）、

輸出手形・旅行小切手等（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）であります。これらは、

満期のない預け金、又は約定期間が短期間（１年以内）であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。 

負 債 

(1) 預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。

また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フローを割り引いて現在価値を算

定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残存

期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。 

(2) 借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行及び連結子法人等の信用

状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計

額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。残存期間が短期間（１

年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(3) 社債 

当行の発行する社債の時価は、市場価格によっております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（為替予約取引等）であり、割引現

在価値等により算出した価額によっております。 

 



（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資

産(4)その他有価証券」には含まれておりません。 

 

（単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

① 非上場株式(＊１) (＊２) 1,583 

② その他の証券   (＊３) 24 

合  計 1,608 

（＊１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価

開示の対象とはしておりません。 

（＊２） 当連結会計年度において、非上場株式について２７百万円減損処理を行なっております。 

（＊３） その他の証券のうち、組成財産等が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもの

で構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
1 年超 

3 年以内 

3 年超 

5 年以内 

5 年超 

7 年以内 
7 年超 

預け金 2,885 － － － 500

コールローン及び買入手形 14,172 － － － －

有価証券  

 満期保有目的の債券 600 2,340 7,587 10,615 24,018

 その他有価証券のうち 

 満期があるもの 
14,569 35,486 42,232 30,293 71,870

貸出金（＊） 134,257 102,841 72,551 45,174 156,439

外国為替 1,334 － － － －

合計 167,818 140,668 122,372 86,084 252,829

（＊） 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない 31,592

百万円（個別貸倒引当金控除前）、期間の定めのないもの 48,796 百万円（個別貸倒引当金控除前）

は含めておりません。 

 

（注４）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 
1 年超 

3 年以内 

3 年超 

5 年以内 

5 年超 

7 年以内 
7 年超 

預金（＊） 728,606 104,487 11,726 － －

借用金 3,066 1,682 174 － －

社債 － － － － 4,700

合計 731,672 106,169 11,900 － 4,700

（＊） 預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて記載しております。 



（有価証券関係） 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。 

１．売買目的有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 
当連結会計年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円） 

売買目的有価証券 △ 0 

 

２．満期保有目的の債券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 種類 
連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 29,641 30,401 760 

地方債 ― ― ― 

社債 2,420 2,446 26 

その他 2,500 2,517 17 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えるもの 

小 計 34,561 35,365 804 

国債 ― ― ― 

地方債 ― ― ― 

社債 100 99 △ 0 

その他 10,500 10,283 △ 216 

時価が連結貸借

対照表計上額を

超えないもの 

小 計 10,600 10,383 △ 216 

合計 45,161 45,749 587 

 

３．その他有価証券（平成 22 年３月 31 日現在） 

 種類 
連結貸借対照表

計上額（百万円）

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

株式 969 565 403 

債券 135,894 134,058 1,836 

 国債 54,373 53,918 455 

 地方債 7,638 7,507 130 

 社債 73,881 72,631 1,250 

その他 2,423 2,334 88 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

小 計 139,287 136,958 2,328 

株式 3,886 4,048 △ 162 

債券 44,763 45,013 △ 250 

 国債 13,025 13,074 △ 48 

 地方債 7,924 7,950 △ 26 

 社債 23,813 23,988 △ 174 

その他 25,400 29,315 △ 3,915 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

小 計 74,050 78,377 △ 4,327 

合計 213,337 215,336 △ 1,999 

 

 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

  該当ありません。 

 

 

 



５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 21 年４月１日 至 平成 22 年３月 31 日） 

 
売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

株式 342 1 128 

債券 69,846 1,240 1 

 国債 38,381 590 0 

 地方債 6,886 155 ― 

 社債 24,577 494 0 

その他 ― ― ― 

合計 70,189 1,241 130 

 

 

６．保有目的を変更した有価証券 

その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成 22 年３月 31 日現在） 

 
時価 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額

（百万円） 

連結貸借対照表に計上さ

れたその他有価証券評価

差額金の額（百万円） 

国  債 24,662 24,074 73 

 

７．減損処理を行った有価証券 

その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価

が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額と

するとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、４３１百万円（うち株式４３１百万円）であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対して５０％程度以上下落した場合と

しております。また、時価が取得原価に対し、３０％以上５０％未満下落した場合は、過去一定期間において時

価が簿価あるいは評価損率が３０％未満の水準まで達しない場合、時価が「著しく下落した」と判断し、時価の

回復可能性の判定を行ったうえで、回復の可能性が認められない場合には、減損処理を行うものとしております。 



（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

   営業経費 １８百万円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（１）ストック・オプションの内容 

 平成 21 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数  当行の取締役９名 

株式の種類及び付与数（注）  普通株式 116,000 株 

付与日  平成 21 年７月 30 日 

権利確定条件  権利確定条件は定めていない。 

対象勤務期間  対象勤務期間は定めていない。 

権利行使期間  平成 21 年７月 31 日から平成 46 年７月 30 日 

（注）株式数に換算して記載しております。 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  ①ストック・オプションの数 

 平成 21 年ストック・オプション 

権利確定前  

  前連結会計年度末 ― 

  付与 116,000 株 

  失効 ― 

  権利確定 ― 

  未確定残 116,000 株 

権利確定後  

  前連結会計年度末 ― 

  権利確定 ― 

  権利行使 ― 

  失効 ― 

  未行使残 ― 

  ②単価情報 

 平成 21 年ストック・オプション 

権利行使価格   1 円 

行使時平均株価 ― 

付与日における公正な評価単価 213 円 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

   当連結会計年度において付与された平成 21 年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。 

（１）使用した評価技法 ブラック・ショールズ式 

（２）主な基礎計数及び見積方法 

 平成 21 年ストック・オプション 

株価変動性（注１） 47.1％ 

予想残存期間（注２） 1.80 年 

予想配当（注３） 5 円／株 

無リスク利子率（注４） 0.25％ 

(注)１．平成 19 年８月６日から平成 21 年５月 25 日（予想残存期間に対応する過去期間）の株価実績に基づき

算定しております。 

  ２．取締役の平均在任期間から、すでに取締役として在任した期間を控除した期間をオプション期間とし、

オプションは退任後ただちに行使されるものとして算定しております。 

  ３．平成 21 年３月期の配当実績 

  ４．予想残存期間に対応する国債の利回り 

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

将来の失効数の合理的な見積は困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用しております。 

 


